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別記様式第 2号 別添 

浜の活力再生プラン 

（第 2期） 

１ 地域水産業再生委員会（ID:1112006） 

組 織 名 佐渡両津地区地域水産業再生委員会 

代表者名 会長 加藤 隆 

再生委員会の 

構成員 

佐渡漁業協同組合両津支所 

佐渡市農林水産課 

オブザ－バ－ 新潟県佐渡地域振興局水産庁舎 

対象となる地域の範囲及び漁業の種類 

【範囲】佐渡漁業協同組合両津支所 

【漁業種類】  刺網漁業（17名）、えび籠漁業（24名） 

一本釣漁業（16名）、採介藻漁業（64名） 

合計 101名 

２ 地域の現状 

（１）関連する水産業を取り巻く現状等

平成２６年度に佐渡両津地区地域水産業再生委員会を立ち上げて「浜の活力再生プラン」を

策定し、又平成２８年度には佐渡一円の地域水産業再生委員会（１０地区）他４構成員を加え

佐渡広域水産業再生委員会を立ち上げて「浜の活力再生広域プラン」を策定するなど、漁業者

の所得向上を中心とした佐渡の水産業の振興に努めている。 

当地域はえび籠漁業、刺網漁業を中心としており、平成２９年（暦年）では全体の漁獲量は

４１０ｔ、漁獲金額では３３８，２３１千円で２漁業種の全体に対する割合は、漁獲量では５

８％、漁獲金額については６７％を占めている。魚価は一部回復傾向にあるものの資源の減少、

漁業者の高齢化、新規就業者の減少、更に離島である佐渡は高騰している燃料や漁業資材のコ

ストにも輸送費が上乗せされ、本土に比べ経営コストが割高となっており回復しない状況が続

いている。 

（２）その他の関連する現状等

・平成２８年度に佐渡地区での広域水産業再生委員会を立ち上げ活動を開始している。

・試験的ではあるが水産加工品の開発、販路の開拓にも取組む。

・荷捌施設も老朽化し改善が求められ、又近年衛生面での取り組みも直近の課題となっている。

・漁港施設の機能保全・管理の徹底に取組んでいる。

３ 活性化の取組方針 

（１）前期の浜の活力再生プランにかかる成果及び課題等
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（２）今期の浜の活力再生プランの基本方針

１．《漁業世帯収入の向上》 

①魚価の向上   ：販路の拡大、鮮度保持技術の向上、地元水産物の消費拡大、低・未利用魚の

加工等。 

：活魚生簀（冷却海水）を設置し活カニ等の出荷に取組む。 

：荷捌施設改修及び衛生管理に取組む。 

②資源管理    ：海底清掃、種苗（ナマコ・ヒラメ・アワビ・サザエ等）放流等。 

：種苗生産棟を設置しナマコ種苗生産に取組む。 

③漁業者の確保  ：担い手確保及び後継者の育成に徹底して取組む。 

２．《漁業コスト削減》 

①燃油使用量削減 ：セーフティーネット構築事業への加入促進と船底清掃の励行等による省燃油

活動の積極的な実施。 

②資材コスト削減 ：共同購入など推進

（３）漁獲努力量の削減・維持及びその効果に関する担保措置

・新潟県漁業調整規則により、体長制限、採捕禁止期間等を設けている

（４）具体的な取組内容（毎年毎に数値目標とともに記載）

１年目（平成３１年度） 

漁業収入向上の

ための取組 

以下の取組により漁業収入を基準年比 1.0%向上させる。 

取組内容は進捗状況や得られた成果等を踏まえ必要に応じて見直すこととする。 

１-①魚価の向上

・当地域水産業再生委員会は広域水産業再生委員会と共に地元水産物の販路拡

大、消費拡大、低・未利用魚について意見交換を行う。

又漁業者と漁協は低・未利用魚「つくえび」等を加工し、販売を行いつつ、

行政や観光業との情報交換会の開催を検討し、新商品の開発に努める。

・漁業者は漁協の指導の下、船上での漁獲物の管理（マタイ、ブリ等の活〆、

神経〆、魚槽状態良質化）による、鮮度保持技術と衛生管理の強化に努める。 
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・漁業者は活魚生簀（冷却海水）を利用して活カニ等の出荷について検討する。 

・現在利用している荷捌施設（旧両津魚市場）の老朽化が進み、年度内に解体

する事から、行政等と協議し荷捌施設を解体跡地に整備する。

1-②資源管理

・漁業者は漁協と共に水産資源の生育環境と水質の改善に取組み、種苗（ナマ

コ・ヒラメ・アワビ・サザエ）の放流を積極的に実施し、効果を検証しつつ、

場所、方法、時期、放流数や定着性の高い魚類放流を検討し水産資源の底上

げを図る。

・広域水産業再生委員会と協力し、当地区内にある種苗施設でのナマコの種苗

生産技術の確立を目指す。

1-③漁業者の確保

・漁業者は漁協と共に、漁業人材育成総合支援事業を活用し、新規就業者に対

し、漁業研修を実施し、漁業者の育成・確保に取組む。

1-④漁港施設の機能保全・管理の徹底

・漁協は漁港施設の機能が引続き発揮されるよう適切な維持管理を推進する。

漁業コスト削減

のための取組 

以下の取組により漁業コストを基準年比 0.5%削減させる。 

取組内容は進捗状況や得られた成果等を踏まえ必要に応じて見直すこととする。 

2-①燃料使用量削減

・漁業セーフティーネット構築事業への加入を推進し、燃油高騰に備える。

・漁船の燃費向上のため、船底清掃を定期的に実施し、減速航行及び操業時間

短縮を行うことにより、燃料経費の削減を図る。

・生産力の向上、省力・省コスト化等のために、機器等の導入や機関換装を支

援し、漁業コストの削減を図る。

2-②資材コスト削減

・出荷用ポリ箱の経費を抑えるため、これまでの供給先より安価な供給先を今

後とも検討する。

活用する支援措

置等 

・離島漁業再生支援交付金（１-①②）

・漁業セーフティーネット構築事業（2-①）

・漁業人材育成総合支援事業（1-③）

・ストック効果の最大化に向けた漁港の機能分担・有効活用推進事業（1-④）

・新潟県農林水産業総合振興事業（1-①）

２年目（平成３２年度） 

以下の取組により漁業収入を基準年比 2.0%向上させる。 

取組内容は進捗状況や得られた成果等を踏まえ必要に応じて見直すこととする。 

1-①魚価の向上

・当地域水産業再生委員会は広域水産業再生委員会と共に地元水産物の販路拡

大、消費拡大、低・未利用魚について意見交換を行う。

又漁業者と漁協は低・未利用魚「つくえび」等を加工し、販売を行いつつ、
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漁業収入向上の

ための取組 

行政や観光業との情報交換会の開催を検討し、新商品の開発に努める。 

・漁業者は漁協の指導の下、船上での漁獲物の管理（マタイ、ブリ等の活〆、

神経〆、魚槽状態良質化）による、鮮度保持技術と衛生管理の強化に努める。 

・漁業者は活魚生簀（冷却海水）を利用して活カニ等を試験的に市場へ出荷す

る。

1-②資源管理

・漁業者は漁協と共に水産資源の生育環境と水質の改善に取組み、種苗（ナマ

コ・ヒラメ・アワビ・サザエ）の放流を積極的に実施し、効果を検証しつつ、

場所、方法、時期、放流数や定着性の高い魚類放流を検討し水産資源の底上

げを図る。

・広域水産業再生委員会と協力し、当地区内にある種苗施設でのナマコの種苗

生産技術の確立を目指す。

1-③漁業者の確保

・漁業者は漁協と共に、漁業人材育成総合支援事業を活用し、新規就業者に対

し、漁業研修を実施し、漁業者の育成・確保に取組む。

1-④漁港施設の機能保全・管理の徹底

・漁協は漁港施設の機能が引続き発揮されるよう適切な維持管理を推進する。 

漁業コスト削減

のための取組 

以下の取組により漁業コストを基準年比 0.5%削減させる。 

取組内容は進捗状況や得られた成果等を踏まえ必要に応じて見直すこととする。 

2-①燃料使用量削減

・漁業セーフティーネット構築事業への加入を推進し、燃油高騰に備える。

・漁船の燃費向上のため、船底清掃を定期的に実施し、減速航行及び操業時間

短縮を行うことにより、燃料経費の削減を図る。

・生産力の向上、省力・省コスト化等のために、機器の導入や機関換装を支援

し、漁業コストの削減を図る。

2-②資材コスト削減

・出荷用ポリ箱の経費を抑えるため、安価な供給先を選定する。

活用する支援措

置等 

・離島漁業再生支援交付金（１-①②）

・漁業セーフティーネット構築事業（2-①）

・漁業人材育成総合支援事業（1-③）

・ストック効果の最大化に向けた漁港の機能分担・有効活用推進事業（1-④）

・新潟県農林水産業総合振興事業（1-①）

３年目（平成３３年度） 

漁業収入向上の

ための取組 

以下の取組により漁業収入を基準年比 3.0%向上させる。 

取組内容は進捗状況や得られた成果等を踏まえ必要に応じて見直すこととする。 

1-①魚価の向上

・当地域水産業再生委員会は広域水産業再生委員会と共に地元水産物の販路拡

大、消費拡大、低・未利用魚について意見集約を行う。
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又漁業者と漁協は低・未利用魚「つくえび」等を加工し、販売を行いつつ、

行政や観光業との情報交換会の開催を検討し、新商品の開発に努める。 

・漁業者は漁協の指導の下、船上での漁獲物の管理（マタイ、ブリ等の活〆、

神経〆、魚槽状態良質化）による、鮮度保持技術と衛生管理の強化に努める。 

・漁業者は活魚生簀（冷却海水）を利用して活カニ等を試験的に市場へ出荷し

つつ流通業者と懇談する。

1-②資源管理

・漁業者は漁協と共に水産資源の生育環境と水質の改善に取組み、種苗（ナマ

コ・ヒラメ・アワビ・サザエ）の放流を積極的に実施し、効果を検証しつつ、

場所、方法、時期、放流数や定着性の高い魚類放流を検討し水産資源の底上

げを図る。

・広域水産業再生委員会と協力し、当地区内にある種苗施設でのナマコの種苗

生産技術の確立を目指す。

1-③漁業者の確保

・漁業者は漁協と共に、漁業人材育成総合支援事業を活用し、新規就業者に対

し、漁業研修を実施し、漁業者の育成・確保に取組む。

1-④漁港施設の機能保全・管理の徹底

・漁協は漁港施設の機能が引続き発揮されるよう適切な維持管理を推進する。 

漁業コスト削減

のための取組 

以下の取組により漁業コストを基準年比 0.5%削減させる。 

取組内容は進捗状況や得られた成果等を踏まえ必要に応じて見直すこととする。 

2-①燃料使用量削減

・漁業セーフティーネット構築事業への加入を推進し、燃油高騰に備える。

・漁船の燃費向上のため、船底清掃を定期的に実施し、減速航行及び操業時間

短縮を行うことにより、燃料経費の削減を図る。

・生産力の向上、省力・省コスト化等のために、機器の導入や機関換装を支援

し、漁業コストの削減を図る。

2-②資材コスト削減

・出荷用ポリ箱の経費を抑えるため、安価な供給先を選定する。

活用する支援措

置等 

・離島漁業再生支援交付金（１-①②）

・漁業セーフティーネット構築事業（2-①）

・漁業人材育成総合支援事業 1-③）

・ストック効果の最大化に向けた漁港の機能分担・有効活用推進事業（1-④）

・新潟県農林水産業総合振興推進（1-①）

４年目（平成３４年度） 

以下の取組により漁業収入を基準年比 3.5%向上させる。 

取組内容は進捗状況や得られた成果等を踏まえ必要に応じて見直すこととする。 

1-①魚価の向上

・当地域水産業再生委員会は広域水産業再生委員会と共に地元水産物の販路拡
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漁業収入向上の

ための取組 

大、消費拡大、低・未利用魚について集約したものについて検討する。 

又漁業者と漁協は低・未利用魚「つくえび」等を加工し、販売を行いつつ、

行政や観光業との情報交換会の開催を検討し、新商品の開発に努める。 

・漁業者は漁協の指導の下、船上での漁獲物の管理（マタイ、ブリ等の活〆、

神経〆、魚槽状態良質化）による、鮮度保持技術と衛生管理の強化に努める。 

・漁業者は活魚生簀（冷却海水）を利用して活カニ等の出荷について試験結果

を基にマニュアルを作成する。

1-②資源管理

・漁業者は漁協と共に水産資源の生育環境と水質の改善に取組み、種苗（ナマ

コ・ヒラメ・アワビ・サザエ）の放流を積極的に実施し、効果を検証しつつ、

場所、方法、時期、放流数や定着性の高い魚類放流を検討し水産資源の底上

げを図る。

・広域水産業再生委員会と協力し、当地区内にある種苗施設でのナマコの種苗

生産技術の確立を目指す。

1-③漁業者の確保

・漁業者は漁協と共に、漁業人材育成総合支援事業を活用し、新規就業者に対

し、漁業研修を実施し、漁業者の育成・確保に取組む。

1-④漁港施設の機能保全・管理の徹底

・漁協は漁港施設の機能が引続き発揮されるよう適切な維持管理を推進する。 

漁業コスト削減

のための取組 

以下の取組により漁業コストを基準年比 0.5%削減させる。 

取組内容は進捗状況や得られた成果等を踏まえ必要に応じて見直すこととする。 

2-①燃料使用量削減

・漁業セーフティーネット構築事業への加入を推進し、燃油高騰に備える。

・漁船の燃費向上のため、船底清掃を定期的に実施し、減速航行及び操業時間

短縮を行うことにより、燃料経費の削減を図る。

・生産力の向上、省力・省コスト化等のために、機器等の導入や機関換装を支

援し、漁業コストの削減を図る。

2-②餌料コスト削減

・えび籠で使用する餌料の経費を抑えるため、新潟県えび籠漁業協会と協力し

て共同購入を実施してきたが、見直しを含め検討する。

活用する支援措

置等 

・離島漁業再生支援交付金（１-①②）

・漁業セーフティーネット構築事業（2-①）

・漁業人材育成総合支援事業（1-③）

・ストック効果の最大化に向けた漁港の機能分担・有効活用推進事業（1-④）

・新潟県農林水産業総合振興事業（1-①）

５年目（平成３０年度） 

以下の取組により漁業収入を基準年比 3.9%向上させる。 

取組内容は進捗状況や得られた成果等を踏まえ必要に応じて見直すこととする。 
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漁業収入向上の

ための取組 

1-①魚価の向上

 ・当地域水産業再生員会は広域水産業再生委員会と共に地元水産物の販路拡大、

消費拡大、低・未利用魚について集約したものについて試験的に取組む。 

又漁業者と漁協は低・未利用魚「つくえび」等を加工し、販売を行いつつ、

行政や観光業との情報交換会の開催を検討し、新商品の開発に努める。 

・漁業者は漁協の指導の下、船上での漁獲物の管理（マタイ、ブリ等の活〆、

神経〆、魚槽状態良質化）による、鮮度保持技術と衛生管理の強化に努める。 

・漁業者は設置した活魚生簀（冷却海水）を利用して活カニ等の出荷を実施す

る。

1-②資源管理

・漁業者は漁協と共に水産資源の生育環境と水質の改善に取組み、種苗（ナマ

コ・ヒラメ・アワビ・サザエ）の放流を積極的に実施し、効果を検証しつつ、

場所、方法、時期、放流数や定着性の高い魚類放流を検討し水産資源の底上

げ図る。

・広域水産業再生委員会と協力し、当地区内にある種苗施設でのナマコの種苗

生産技術の確立を目指す。

1-③漁業者の確保

・漁業者は漁協と共に、漁業人材育成総合支援事業を活用し、新規就業者に対

し、漁業研修を実施し、漁業者の育成・確保に取組む。

1-④漁港施設の機能保全・管理の徹底

・漁協は漁港施設の機能が引続き発揮されるよう適切な維持管理を推進する。 

漁業コスト削減

のための取組 

以下の取組により漁業コストを基準年比 0.5%削減させる。 

取組内容は進捗状況や得られた成果等を踏まえ必要に応じて見直すこととする。 

2-①燃料使用量削減

・漁業セーフティーネット構築事業への加入を推進し、燃油高騰に備える。

・漁船の燃費向上のため、船底清掃を定期的に実施し、減速航行及び操業時間

短縮を行うことにより、燃料経費の削減を図る。

・生産力の向上、省力・省コスト化等のために、機器の導入や機関換装を支援

し、漁業コストの削減を図る。

2-②餌料コスト削減

・えび籠で使用する餌料の経費を抑えるため、安価な供給先を選定する。

活用する支援措

置等 

・離島漁業再生支援交付金（１-①②）

・漁業セーフティーネット構築事業（2-①）

・漁業人材育成総合支援事業（1-③）

・ストック効果の最大化に向けた漁港の機能分担・有効活用推進事業（1-④）

・新潟県農林水産業総合振興事業（1-①）

（５）関係機関との連携

行政、水産団体、流通業者等との連携を図り取組の実現を目指す。 
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４ 目標 

（１）所得目標

漁業所得の向上１０％以上 
基準年 平成２９年 ：漁業所得 

目標年 平成３５年 ：漁業所得 

（２）上記の算出方法及びその妥当性

（３）所得目標以外の成果目標

①ナマコの漁獲量の向上
基準年 平成２９年 ： 18,000ｋｇ 

目標年 平成３５年 ： 21,600ｋｇ 

②ズワイカニの活出荷の向

上 

基準年 平成２９年    ： 0ｋｇ 

目標年 平成３５年    ： 200ｋｇ 

（４）上記の算出方法及びその妥当性

①ナマコの漁獲量は年々減少している（H27：約 26ｔ→H29：約 18ｔ）で H28 年から種苗放流を

継続実施、又種苗生産に取組み目標年には 20％増加させる。 

②活魚生簀を活用し活魚出荷に取組む（直近 3ヵ年の平均漁獲量約 10ｔ）で目標年には 200kgの出

荷を目指す。 

基準年の漁業所得について、漁業経営を行っている全漁業者を対象として、平成２５年～平成２

９年の５中３（直近５ヵ年もうち、最大と最小を除した３ヵ年の平均）とし推計方法は漁協で把握

できる漁業者の水揚金額（Ａ）及び経費（Ｂ）からえび籠漁業での人件費（Ｃ）を控除した額とし

総経費（B）は（経費＋人件費）として控除した額を所得額とする。 

 なお、漁協で把握できる経費（Ｂ）は、手数料、燃油費、資材費、餌氷費、共同利用施設利用費、

保管費、漁船保険料、無線負担費である。 

えび籠漁業の人件費は（えび籠水揚高／２）で算出しました。 

【基準年所得の算出】                      単位：千円 

年 水揚高(A) 経費（B） 漁業取得 

29 

27 

26 

平均 
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５ 関連施策 

  活用を予定している関連施策名とその内容及びプランとの関係性 

事業名 事業内容及び浜の活力再生プランとの関係性 

離島漁業再生支援事業（国） 
漁業者自らが、積極的に資源管理及び漁場の保全への取組。 

加工品の作成。販路拡大と流通方法の開拓。 

漁業セーフティーネット構築事業

（国） 
燃油高騰に備え、漁業コストの削減を図る。 

省燃油活動推進事業（国） 船底清掃及び減速航行等を行い、漁船の燃費向上を図る。 

漁業人材育成総合支援事業（国） 乗組員対策、新規就業者を支援する。 

ストック効果の最大化に向けた漁

港の機能分担・有効活用推進事業

（国） 

漁港施設の維持管理・機能保全を図る。 

競争力強化型機器等導入事業（国） 
生産力の向上、省力・省コスト化等のために、機器等の導入や

機関換装を支援し、収益性の向上を目指す。 

新潟県農林水産業総合振興促進

（県） 
効率的な漁業活動を行うために必要な施設等の整備 
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